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議案第 26 号

令和３年度 安芸高田市水道事業会計予算

（総    則）

第１条  令和３年度 安芸高田市水道事業会計の予算は､次に定めるところに

よる。

（業務の予定量）

第２条  業務の予定量は､次のとおりとする。

（１） 給 水 戸 数 １０，８００ 戸

（２） 一日平均給水量 ５，８０４ ｍ
3

（収益的収入及び支出）

第３条  収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める｡

収                      入

第１款 事  業  収  益 ９８６，０４１ 千円

第１項 営  業  収  益 ４９４，６２４ 千円

第２項 営 業 外 収 益 ４９１，４１６ 千円

第３項 特　別　利　益 １ 千円

支                      出

第１款 事   業   費 ９７７，５６９ 千円

第１項 営  業  費  用 ９０３，３００ 千円

第２項 営 業 外 費 用 ６４，１６９ 千円

第３項 特　別　損　失 １００ 千円

第４項 予   備   費 １０，０００ 千円

（資本的収入及び支出）

第４条  資本的収入及び支出の予定額は､次のとおりと定める｡

（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額３７９，８９６千円は、当年

度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額２４，５１１千円、過年度分損益

勘定留保資金１５０，８８４千円及び当年度分損益勘定留保資金

２０４，５０１千円で補填するものとする。）
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収                      入

第１款 資 本 的 収 入 １９８，０５０ 千円

第１項 分    担    金 １１，５５０ 千円

第２項 工 事 負 担 金 １６，５００ 千円

第３項 補　　助　　金 ５０，０００ 千円

第４項 企    業    債 １２０，０００ 千円

支                      出

第１款 資 本 的 支 出 ５７７，９４６ 千円

第１項 建 設 改 良 費 ２７５，４００ 千円

第２項 企 業 債 償 還 金 ３０２，５４６ 千円

（企業債）

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおり

と定める。

（１） 起債の目的：建設改良事業

（２） 限度額：１２０，０００千円

（３） 起債の方法：証書借入又は証券発行

（４） 利率：４．０パーセント以内

（５） 償還の方法：借入先の融資条件による。ただし、財政の都合により据置

期間を短縮しもしくは繰上償還又は、低利に借換することができる。

（一時借入金）

第６条　一時借入金の限度額は、２００，０００千円と定める。

（予定支出の各項の経費の流用）

第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとお

りと定める。

（１） 第３条予算内での各項間の流用

（２） 第４条予算内での各項間の流用
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（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条　次に掲げる経費については、これらの経費の金額を、これら以外の経費

の金額に流用し、または、これら以外の経費をこれらの経費の金額に流用する

場合は、議会の議決を経なければならない。

（１） 職 員 給 与 費 ４４，９７３ 千円

（他会計からの補助金）

第９条　水道事業の運営に充当するため、一般会計からこの会計へ補助を受ける

金額は３２９，７２３千円である。

令和 3 年 2 月 24 日提出

安芸高田市長   石丸　伸二
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予 算 に 関 す る 説 明 書



令和３年度　安芸高田市水道事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出
収　入

款 項 目 予定額（千円） 備　　　考

1.事業収益 986,041 　

1.営業収益 494,624 　

1.給水収益 490,653 　

2.受託工事収益 3,520 　

3.その他の営業収益 451 　

2.営業外収益 491,416 　

1.受取利息及び配当金 27 　

2.他会計補助金 329,723 　

3.長期前受金戻入 152,351

4.雑収益 9,315

3.特別利益 1

1.過年度損益修正益 1

支　出

款 項 目 予定額（千円） 備　　　考

1.事業費 977,569 　

1.営業費用 903,300

1.原水及び浄水費 238,451 　

2.配水及び給水費 90,790 　

3.受託工事費 3,520 　

4.総係費 115,532 　

5.減価償却費 438,407 　

6.資産減耗費 16,600

2.営業外費用 64,169 　

1.支払利息及び企業債取
扱諸費

64,094 　

2.消費税及び地方消費税 75

3.特別損失 100

1.過年度損益修正損 100

4.予備費 10,000

1.予備費 10,000
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資 本 的 収 入 及 び 支 出

収　入

款 項 目 予定額（千円） 備　　　考

1.資本的収入 198,050 　

1.分担金 11,550 　

1.分担金 11,550 　

2.工事負担金 16,500

1.工事負担金 16,500

3.補助金 50,000

1.補助金 50,000

4.企業債 120,000

1.企業債 120,000

支　出

款 項 目 予定額（千円） 備　　　考

1.資本的支出 577,946 　

1.建設改良費 275,400

1.原水及び浄水設備新
設改良費

75,140 　

2.配水施設新設改良費 190,500

3.営業設備費 5,140

4.固定資産取得費 4,620

2.企業債償還金 302,546

1.企業債償還金 302,546

－5－



（単位：千円）

1 営業活動によるキャッシュ・フロー

当期純利益 526

減価償却費 438,407

貸倒引当金の増減額（△は減少） 264

賞与引当金の増減額 20

長期前受金戻入額 △ 152,351

受取利息及び受取配当金 △ 27

支払利息 64,094

固定資産除却費 16,600

未収金の増減額（△は増加) 334

未払金の増減額（△は減少) △ 72,200

小    計 295,667

利息の収入額 27

利息の支払額 △ 64,094

営業活動によるキャッシュ・フロー 231,600

2 投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産取得による支出 △ 250,358

加入者分担金 10,500

工事負担金 15,000

県補助金 45,455

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 179,403

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

企業債による収入 120,000

企業債償還による支出 △ 302,546

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 182,546

資金増加額（又は減少額） △ 130,349

資金期首残高 511,060

資金期末残高 380,711

令和３年度　安芸高田市水道事業会計 予定キャッシュ・フロー計算書
（令和3年4月1日～令和4年3月31日）　　
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水道事業会計

1.一 般 職

(1)総括

報　酬 給　料 職員手当 計

人 (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

1,200 390 530 42 3,107 130

1,060 420 560 42 3,107 130

140 △ 30 △ 30 0 0 0

計

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

9,150 900 1,140 16,589

9,150 900 3,720 19,089

0 0 △ 2,580 △ 2,500

本年度 5 21,470 16,589 38,059

給与費明細書

区  分

職
員
数

給　　　　　　与　　　　　　費
法定

福利費
合　　計

備　　　考

6,914 44,973

46,862

△ 2,290 401 △ 1,889

休日勤務
手当

比　較 0 210 △ 2,500

前年度 5 21,260 19,089 40,349 6,513

本年度

前年度

比　較

職
員
手
当
の
内
訳

区  分

本年度

前年度

比　較

区  分

退職手当組
合負担金

地域手当
単身赴任

手当
特殊勤務

手当
時間外勤務

手当

夜間勤務
手当

管理職手当
管理職特別
勤務手当

期末勤勉
手当

児童手当

扶養手当 通勤手当 住居手当
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ア　会計年度任用職員以外の職員

報　酬 給　料 職員手当 計

人 (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

備考１　この表は、給料をもって支弁される会計年度任用職員以外の一般職の職員（事業費支弁に係る
　　職員を含む。）で予算の積算の基礎となったものについて記載したもの。
２　（）内は、短時間勤務職員について外書きしたもの。

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

1,200 390 530 42 3,107 130

1,060 420 560 42 3,107 130

140 △ 30 △ 30 0 0 0

計

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

9,150 900 1,140 16,589

9,150 900 3,720 19,089

0 0 △ 2,580 △ 2,500

21,260 19,089 40,349 6,513 46,862

21,470 16,589 38,059

前年度 5

比　較

児童手当
退職手当組
合負担金

管理職手当
管理職特別
勤務手当

期末勤勉
手当

401 △ 1,889

通勤手当 住居手当 地域手当
単身赴任

手当
特殊勤務

手当
時間外勤務

手当
休日勤務

手当

210 △ 2,500 △ 2,2900

区  分

職
員
数

給　　　　　　与　　　　　　費
法定

福利費 備　　　考

本年度 5 6,914 44,973

合　　計

職
員
手
当
の
内
訳

区  分
扶養手当

本年度

前年度

比　較

区  分

夜間勤務
手当

本年度

前年度

比　較
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水道事業会計 

（2）給 料 及 び職 員 手 当 の増 減 額 の明 細  

区  分  増 減 額 （千 円 ） 増 減 事 由 別 内 訳 （千 円 ） 説 明  備    考  

 

給  料  

 

 

 

210 

給 与 改 定 に よ る

増 減 分  

 

0   

昇 給 に伴 う増 加

分  

48  5 名 分  

 

その他 の増 減 分  

 

 

162   

 

職 員  

手 当  

 

 

△2,500 

制 度 改 正 に伴 う

増 減 分  

△103  令和 2 年人事院勧告等に基

づく給与条例の改正によるも

の(勤勉手当の支給率の改定

等） 

その他 の増 減 分  △2,397   

 

（３）給 料 及 び職 員 手 当 の状 況  

ア 職 員 1 人 当 たり給 与  (単 位 :円 ) 

区           分  一  般  行  政  職  

令 和 3 年 4 月 1 日 現 在  

平 均 給 料 月 額  356,940 

平 均 給 与 月 額  446,550 

平  均  年  齢  46 歳 9 ヵ月  

令 和 2 年 4 月 1 日 現 在  

平 均 給 料 月 額  353,320 

平 均 給 与 月 額  441,210 

平  均  年  齢  45 歳 9 ヵ月  

 

イ 初 任 給  (単 位 :円 ) 

区 分  一 般 行 政 職  
国 の 制 度  

行 政 職 (一 ) 

高 校 卒  150,600 150,600 

大 学 卒  182,200 182,200 

 

 

水 道 事 業 会 計  
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ウ 級 別 職 員 数  

区   分  

一  般  行  政  職  

級  
職 員 数  

（人 ） 

構 成 比  

(％) 

令 和 3 年 4 月 1 日現在  

1 級    

2 級    

3 級  1 20.0 

4 級  2 40.0 

5 級  2 40.0 

6 級    

7 級    

計  5 100.0 

（級 別 の標 準 的 な職 務 内 容 ） 

区 分  1 級  2 級  3 級  4 級  5 級  6 級  7 級  

一 般  

行 政 職  

主 事  主 事  主 任  

主 任 主 事  

係 長  

主 査  

専 門 員  

課 長 補 佐  

係 長  

主 査  

課 長  

主 幹  

部 長  

 

エ 昇 給  

区       分  合   計  
代 表 的 な職 種  

一 般 行 政 職  

本
年
度 

職  員  数  （Ａ）     （人 ） 5 5 

昇 給 に係 る職 員 数  （Ｂ）  （人 ） 5 5 

号 給 数 別 内 訳  

2 号 給  （人 ） 1 1 

3 号 給  （人 ）   

4 号 給  （人 ） 4 4 

6 号 給  （人 ）   

8 号 給  （人 ）   

比  率    （Ｂ）／（Ａ）  （％） 100.0 100.0 

前
年
度 

職  員  数  （Ａ）     （人 ） 5 5 

昇 給 に係 る職 員 数  （Ｂ）  （人 ） 5 5 

号 給 数 別 内 訳  

2 号 給  （人 ） 1 1 

3 号 給  （人 ） 1 1 

4 号 給  （人 ） 3 3 

6 号 給  （人 ）   

8 号 給  （人 ）   

比  率    （Ｂ）／（Ａ）  （％） 100.0 100.0 

水 道 事 業 会 計  
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オ 期 末 ・勤 勉 手 当  

区   分  
支 給 期 別 支 給 率  

支 給 率 計  
(月  分 ) 

職 制 上 の段 階 、職 務
の級 等 による加 算 措 置  

備 考  
6 月 (月 分 ) 12 月 (月 分 ) 

本 年 度  2.225 2.225 4.45 

3 級  5％ 

4・5 級  10％ 

6・7 級  15％ 

一般行政職

の例  

前 年 度  2.25 
2.25 

（2.2） 

4.5 

（4.45） 
同     上   

国 の制 度  2.225 2.225 4.45   

※（ ）内 は、令 和 2 年 人事院勧告に基づく給与条例の改正後の支給率である。 
 

カ 定 年 退 職 及 び勧 奨 退 職 に係 る退 職 手 当  

区    分  
20 年 勤 続
の者  

(月 分 ) 

25 年 勤 続
の者  

(月 分 ) 

35 年 勤 続
の者  

(月 分 ) 

最 高 限 度  
 

(月 分 ) 
その他 の加 算 措 置 等  

支 給 率 等  24.586875 33.27075 47.709 47.709 
定 年 前 早 期 退 職 特
例 措 置  
（2%～20%加 算 ） 

国 の制 度  
（支 給 率 等 ） 

24.586875 33.27075 47.709 47.709 
定 年 前 早 期 退 職 特
例 措 置  
（2%～45%加 算 ） 

 
キ 地 域 手 当  

支 給 対 象 地 域 広 島 市  

支 給 率（％） 7.5％ 

支 給 対 象 職 員 数（人 ） － 

国 の指 定 基 準 に基 づく支 給 率 （％） 10％ 

 
ク 特 殊 勤 務 手 当  

区        分  全  職  種  
代  表  的  な 職  種  

一  般  行  政  職  

給 料 総 額 に対 する比 率  （％） 0.20 0.20 

支 給 対 象 職 員 の比 率  （％） 

(令 和 3 年 4 月 １日 現 在 ) 
100.0 100.0 

代 表 的 な特 殊 勤 務 手 当 の名 称  市 税 等 徴 収 事 務 職 員  

 
ケ その他 の手 当  

区          分  国 の制 度 との異 同  差  異  の 内  容  

扶    養    手    当  同  じ － 

住    居    手    当  同  じ － 

通    勤    手    当  同  じ － 

 

水 道 事 業 会 計  



　　　債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額又は支出額の

　　　見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

（単位：千円）

期間 金額 期間 金額
国　県
支出金

地方債 その他

安芸高田市
水道事業業務

1,060,000
令和2年度
～

令和2年度
-

令和3年度
～

令和7年度
1,060,000 1,060,000

安芸高田市
基幹システム
使用料

847
令和2年度
～

令和2年度
-

令和3年度
～

令和3年度
847 847

事　項 限　度　額

前年度末までの支払
義務発生（見込）額

当該年度以降の支払
　義務発生予定額

左の財源内訳

特定財源

給水収益
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資産の部

1 固定資産 千円 千円 千円千円 千円

（1）有形固定資産

ｲ 土地 204,189

ﾛ 建物 488,211

建物減価償却累計額 113,453 374,758

ﾊ 構築物 11,550,608

構築物減価償却累計額 3,404,692 8,145,916

ﾆ 機械及び装置 2,009,436

機械及び装置減価償却累計額 1,019,994 989,442

ﾎ 車両及び運搬具 984

車両及び運搬具減価償却累計額 886 98

ﾍ 工具・器具及び備品 51,612

工具・器具及び備品減価償却累計額 44,529 7,083

ﾄ 建設仮勘定 0

有形固定資産合計 9,721,486

（2）無形固定資産

ｲ 電話加入権 654

ﾛ 水利権 1,022

無形固定資産合計 1,676

固定資産合計 9,723,162

2 流動資産

（1）現金預金 380,711

（2）未収金 15,776

（3）貸倒引当金 △737

（4）前払金 0

（5）その他流動資産 92,354

流動資産合計 488,104

資産合計 10,211,266

令和３年度　安芸高田市水道事業会計予定貸借対照表

（令和4年3月31日）
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負債の部

3 固定負債 千円 千円 千円千円 千円

（1）企業債

（2）前受金ｲ 建設改良企業債 3,568,701

企業債合計 3,568,701

固定負債合計 3,568,701

4 流動負債

（1）企業債

（2）前受金ｲ 建設改良企業債 290,462

企業債合計 290,462

（2）未払金 0

（3）引当金 3,080

（4）その他流動負債 92,488

流動負債合計 386,030

5 繰延収益

（1）企業債長期前受金 5,022,503

（2）前受金収益化累計額 1,550,689

繰延収益合計 3,471,814

負債合計 7,426,545

資本の部

6 資本金

（1）自己資本金 2,326,131

資本金合計 2,326,131

7 剰余金

（1）資本剰余金

ｲ 一般会計補助金 155,561

ﾛ 国庫補助金 1,143

ﾊ 負担金 16,625

ﾆ 分担金 20,132

ﾎ その他資本剰余金 110

資本剰余金合計 193,571

（2）利益剰余金

ｲ 減債積立金 52,075

ﾛ 建設改良積立金 109,726

ﾊ 修繕積立金 10,000

ﾆ 当年度未処分利益剰余金 93,218

(うち当年度純利益 526 )

利益剰余金合計 265,019

剰余金合計 458,590

資本合計 2,784,721

負債資本合計 10,211,266
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１　重要な会計方針に係る事項

（１）地方公営企業会計改正後の基準を適用して、財務諸表等を作成している。

（２）固定資産の減価償却の方法

　　　・建物　　定額法

　　　・その他　　定率法

　　　・主な耐用年数

　　　　建物　10～50年

　　　　構築物　10～60年

　　　　機械及び装置　8～20年

　　　　車両及び運搬具　4～6年

　　　　工具器具及び備品　3～40年

　　　・定額法

（３）引当金の計上基準

　　　職員の退職手当は退職組合納付金を充て，なお不足額が生じるときは一般会計でその

　　　金額を負担することとしているため，退職手当引当金は計上していない。　

　　　職員の期末手当、勤勉手当及びそれらに係る法定福利費の支給に備えるため、当年度末

　　　における支給見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。

　　　債権の不納欠損による損失に備えるため，実績率等による回収不能見込額を計上している。

（４）消費税及び地方消費税の会計処理

２　予定キャッシュ・フロー計算書等に関する注記

　　　該当なし。

３　その他の注記

（１）賞与引当金の目的使用による取り崩し

こととする。

　　注　　記　　表

 イ 退職給付引当金

 ロ 賞与引当金

 ハ 貸倒引当金

 イ 有形固定資産（リース資産を除く）

 ロ 無形固定資産

令和3年度において、期末手当及び勤勉手当を支給するため、賞与引当金3,060千円を取り崩す

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜処理方式によっている。
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1 営業収益 千円 千円 千円

（1） 給水収益 444,247

（2） 受託工事収益 4,540

（3） その他の営業収益 451 449,238

2 営業費用

（1） 原水及び浄水費 185,883

（2） 配水及び給水費 90,355

（3） 受託工事費 4,127

（4） 総係費 103,377

（5） 減価償却費 453,848

（6） 資産減耗費 16,600 854,190

営業利益 △404,952

3 営業外収益

（1） 受取利息及び配当金 31

（2） 他会計補助金 300,400

（3） 長期前受金戻入 160,347

（4） 雑収益 29 460,807

4 営業外費用

（1） 支払利息及び企業債取扱諸費 68,845

（2） 雑支出 280 69,125 391,682

経常利益 △13,270

5 特別利益

（1） 過年度損益修正益 1 1

6 特別損失

（1） 過年度損益修正損 100 100 △99

当年度純利益 △13,369

前年度繰越利益剰余金 106,061

当年度未処分利益剰余金 92,692

令和２年度 安芸高田市水道事業会計予定損益計算書

（令和2年4月1日～令和3年3月31日）
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資産の部

1 固定資産 千円 千円 千円 千円千円

（1）有形固定資産

ｲ 土地 204,189

ﾛ 建物 488,211

建物減価償却累計額 113,453 374,758

ﾊ 構築物 11,317,629

 構築物減価償却累計額 2,966,636 8,350,993

ﾆ 機械及び装置 1,936,457

 機械及び装置減価償却累計額 1,019,994 916,463

ﾎ 車両及び運搬具 984

 車両及び運搬具減価償却累計額 886 98

ﾍ 工具・器具及び備品 51,612

 工具・器具及び備品減価償却累計額 44,529 7,083

ﾄ 建設仮勘定 72,200

有形固定資産合計 9,925,785

（2）無形固定資産

ｲ 電話加入権 654

ﾛ 水利権 1,372

無形固定資産合計 2,026

固定資産合計 9,927,811

2 流動資産

（1）現金預金 511,060

（2）未収金 16,110

（3）　貸倒引当金 △473

（4）前払金 0

（5）その他流動資産 92,354

流動資産合計 619,051

資産合計 10,546,862

令和２年度　安芸高田市水道事業会計予定貸借対照表

（令和3年3月31日）
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負債の部

3 固定負債 千円 千円 千円千円 千円

（1）企業債

（2）前受金ｲ 建設改良企業債 3,747,440

企業債合計 3,747,440

固定負債合計 3,747,440

4 流動負債

（1）企業債

（2）前受金ｲ 建設改良企業債 294,269

企業債合計 294,269

（2）未払金 72,200

（3）引当金 3,060

（4）その他流動負債 92,488

流動負債合計 462,017

5 繰延収益

（1）企業債長期前受金 4,951,548

（2）前受金収益化累計額 1,398,337

繰延収益合計 3,553,211

負債合計 7,762,667

資本の部

6 資本金

（1）自己資本金 2,326,131

資本金合計 2,326,131

7 剰余金

（1）資本剰余金

ｲ 一般会計補助金 155,561

ﾛ 国庫補助金 1,143

ﾊ 負担金 16,625

ﾆ 分担金 20,132

ﾎ その他資本剰余金 110

資本剰余金合計 193,572

（2）利益剰余金

ｲ 減債積立金 52,075

ﾛ 建設改良積立金 109,726

ﾊ 修繕積立金 10,000

ﾆ 当年度未処分利益剰余金 92,692

(うち当年度純利益 △13,369 )

利益剰余金合計 264,493

剰余金合計 458,064

資本合計 2,784,195

負債資本合計 10,546,862
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令和３年度　安芸高田市水道事業会計予算説明書

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収　入 (単位　千円)

款 項 目 節 金　額 備　　　考

1.事業収益 986,041 　

1.営業収益 494,624 　

1.給水収益 490,653 　

1.水道料金 490,653 　

2.受託工事収益 3,520 　

1.受託工事収益 3,520 　

3.その他の営業収
益

451 　

1.手数料 450 　

2.雑収益 1

2.営業外収益 491,416 　

1.受取利息及び配
当金

27 　

1.預金利息 27 　

2.他会計補助金 329,723 　

1.他会計補助金 329,723 　

3.長期前受金戻入 152,351 　

1.長期前受金戻入 152,351 　

4.雑収益 9,315

1.雑収益 29

2.消費税還付金 9,286

3.特別利益 1

1.過年度損益修正
益

1

1.過年度損益修正
益

1
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支　出 (単位　千円)

款 項 目 節 金　額 備考

1.事業費 977,569 　

1.営業費用 903,300 　

1.原水及び浄水費 238,451 　

1.備消耗品費 65 　

2.光熱水費 4,114

3.動力費 51,929 　

4.修繕費 12,699

5.薬品費 1,572

6.委託料 158,778 　

7.賃借料 7,777

8.負担金 220

9.手数料 10

10.通信運搬費 1,254 　

11.報償費 33

2.配水及び給水費 90,790 　

1.備消耗品費 110 　

2.光熱水費 938 　

3.動力費 10,098 　

4.修繕費 10,040 　

5.材料費 1,155 　

6.路面復旧費 3,300

7.委託料 65,015 　

8.印刷製本費 110

9.賃借料 24 　

3.受託工事費 3,520 　

1.受託工事費 3,520 　
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(単位　千円)

款 項 目 節 金　額 備　　　考

4.総係費 115,532 　

1.給料 21,470 　

2.手当 13,509 　

3.賞与引当金繰入
額

3,080

4.法定福利費 6,914 　

5.旅費 319 　

6.備消耗品費 1,072 　

7.燃料費 79 　

8.印刷製本費 427 　

9.修繕費 198 　

10.通信運搬費 2,021

11.保険料 197

12.委託料 57,604

13.手数料 2,496

14.賃借料 627

15.負担金 5,255

16.貸倒引当金繰
入額

264

5.減価償却費 438,407

1.有形固定資産減
価償却費

438,057

2.無形固定資産減
価償却費

350 　

6.資産減耗費 16,600 　

1.固定資産除却費 16,600 　

2.営業外費用 64,169 　

1.支払利息及び企
業債取扱諸費

64,094 　

1.企業債利息等 63,594 　

2.一時借入金利息 500 　
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(単位　千円)

款 項 目 節 金　額 備　　　考

2.消費税及び地方
消費税

75 　

1.消費税及び地方
消費税

75 　

3.特別損失 100

1.過年度損益修正
損

100

1.過年度損益修正
損

100

4.予備費 10,000

1.予備費 10,000

1.予備費 10,000
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資 本 的 収 入 及 び 支 出

収　入 (単位　千円)

款 項 目 節 金　額 備　　　考

1.資本的収
入

198,050 　

1.分担金 11,550 　

1.分担金 11,550 　

1.加入者分担金 11,550 　

2.工事負担金 16,500

1.工事負担金 16,500

1.工事負担金 16,500

3.補助金 50,000

1.補助金 50,000

1.県補助金 50,000

4.企業債 120,000

1.企業債 120,000

1.企業債 120,000
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支　出 (単位　千円)

款 項 目 節 金　額 備　　　考

1.資本的支
出

577,946 　

1.建設改良費 275,400 　

1.原水及び浄水設
備新設改良費

75,140 　

1.委託料 9,240

2.工事請負費 65,900

2.配水施設新設改
良費

190,500

1.委託料 27,000

2.工事請負費 163,500

3.営業設備費 5,140

1.量水器購入費 5,140

4.固定資産取得費 4,620

1.固定資産取得費 4,620

2.企業債償還
金

302,546

1.企業債償還金 302,546

1.企業債償還金 302,546
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